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１．環境法規一覧作成の背景と狙い
・世界各国で環境法規の新規制定や改正による規制が強化
・生産のグローバル化に対し、進出国における地域の事情や法規制の把握が必要
⇒各国の環境法規一覧の情報ツールに対するニーズの高まり

＜環境保全分科会活動＞ ※前身の「環境保全規制対応検討ＷＧ」で2013年度に討議・決定

・法規制定・改正情報は、現法が自立して入手するのが基本であるが、
どこを見れば良いかという一覧の情報ツールがあると入手に役立つ。

・会員会社の工場運営、海外進出での法規対応の一助と
なるよう「生産に関わる環境法規対応ガイダンス」、
「生産環境保全に関わる環境法規一覧」を作成

２．「生産に関わる環境法規リスト」の作成
2020年度に「生産環境保全に関わる環境法規一覧」を全面改訂

⇒「生産に関わる環境法規リスト」として刷新

◆コンセプト

・国別の「法体系」が一目で分かるよう、最上位法から

下位法（設備基準、排出基準、管理基準を定めた

環境法規等）までを体系化

・対象7分野(大気、水質、廃棄物、騒音、振動、臭気、

土壌)がマトリクスで確認可能
「生産に関わる環境法規

リスト」初版(第1.1版)

「生産環境保全に関わる環境法規一覧」
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■「生産環境保全に関わる環境法規一覧」初版(第1.4版)

国レベルの法規を一覧で掲載

３．「生産に関わる環境法規リスト」の改定内容

■「生産に関わる環境法規制ガイダンス」初版(第1.4版)

「地域の特徴」を国レベルでランダムに記載

改定２版

■「生産に関わる環境法規リスト」 (第1.1版)

①「国別法規リスト」

・主要進出国２７ヵ国の生産に関わる環境法規を収載

・情報の充実(設備基準、排出基準等を定めた法規、

及び法体系、制定・改正年を追加）

②「法規制の特徴」
・ガイダンスの「地域の特徴」を法規リストに移行。
・主な保全対象法規について、「許可」、「規制」、
「設備」の区分ごとに特徴を記載。

・記載対象国（下記主要進出国ヵ国）
米国 、メキシコ 、ブラジル、中国 、インド、 タイ、
インドネシア、フィリピン、ベトナム、台湾

㈠許可
ⒶⒷ大気汚染物質（ＳＯ２，顆粒物、硫酸ミスト、トルエン、キシレン、非メタン全炭化水素等）を排出するプロジェク
トは行政にその影響をまとめ報告・審査・許可を受ける。

㈡規制

Ⓒ排出規制値は用途地域に応じ１～３級基準がある。
Ⓒ大気汚染物質排出基準は、　①最高許容排出濃度（㎎/㎥）　②最高許容排出速度（Kg/H)　③非組織的排出
監視制御濃度制限値（排気煙突を経由しない不規則な排出：敷地境界濃度）の3種類がある。
Ⓐまた、従来はi酸性雨制御地区とSO2汚染制御地区に適用されていた総量規制基準は2015年の法改正で全国
をカバーすることとなり、順次施行されることとなった。

㈢設備
Ⓒ排出筒の高さは概ね１５ｍ以上必要であり、高いほど基準値が緩和される。
・食堂からの排気には油煙排出基準（GB18483-2001)が適用される。

法令名 Ⓐ大気汚染防止法（2015年）、Ⓑ環境影響評価法（2002年）、Ⓒ大気汚染物質総合排出標準（1996年）

中国

「地域の特徴」

⇒【改定】環境法規リストに統合し環境法規一覧は廃止

⇒【改定】地域の特徴を環境法規リストに移行・統合(第2版)

例：中国環境法規

例：中国大気
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